
教職員事務課における旅費支給事務処理要領

（令和元年５月31日教育職員局長決定）

（最終改正 令和３年３月31日）

第１ 目的等

１ この要領は、教職員事務課における旅費支給事務処理要綱（以下「事務処理要綱」という。）第５の規

定に基づき、教職員事務課が行う旅費の支給に係る事務に関し必要な事項を定めることを目的とする。

２ 教職員事務課が行う旅費支給事務の処理は、別に定めのあるものを除くほか、この要領の定めるとこ

ろによる。

第２ 定義

この要領における用語の意義は、事務処理要綱において使用する用語の例による。

第３ 赴任に係る旅費の計算

(1) 事務処理要綱第４の１の(2)の計算の依頼をしようとするときは、旅費計算依頼書（赴任旅費）に、

旅行命令簿（北海道職員等の旅費に関する条例（昭和28年北海道条例第38号。以下「旅費条例」とい

う。）第４条第４項に規定するものをいう。）及び赴任旅費の請求に必要な書類を添付して、着任後速

やかに教職員事務課長に提出するものとする。

(2) (1)の依頼を受けた教職員事務課長は、当該赴任に係る旅費の計算を行い、旅費の請求手続きに必

要な所定の請求書（旅費条例第12条第１項に規定するものをいう。）を作成の上、関係書類を添付し

て、依頼をした職員に送付するものとする。この場合において、教職員事務課長は、旅費の計算に関

して必要な事項を、当該職員に確認することができる。

第４ 旅費の支出

(1) 旅費を請求しようとするときは、本庁及び出先機関（以下「事務局」という。）並びに所管機関に

あっては旅行命令簿兼旅費請求書（赴任旅費に係る旅費の計算依頼に基づき教職員事務課長が作成し

た第３の(2)の請求書を含む。以下同じ。）に、県費負担教職員にあっては旅費請求書に関係書類を添

付して、事務局及び道立学校以外の所管機関にあっては教職員事務課長、道立学校及び県費負担教職

員にあっては手当認定・旅費担当課長に提出するものとする。

(2) (1)の提出を受けた教職員事務課長及び手当認定・旅費担当課長（以下「教職員事務課長等」とい

う。）は、それらの書類に基づき支出命令書を作成し、当該支出命令書に(1)の書類を添付して、会計

管理者に送付するものとする。

(3) 支出命令の審査後、会計管理者から(1)の書類（県費負担教職員に係る旅費請求書を除く。）が返付

されたときは、教職員事務課長等は、事務局及び所管機関に係る旅費については旅行命令簿兼旅費請

求書及び関係書類を、県費負担教職員に係る旅費については旅費請求書の写しを、旅行命令権者に送

付するものとする。

第５ 旅費の追給

１ 事務局及び所管機関における追給

(1) 事務局及び所管機関における旅費の追給を行おうとするときは、旅行命令簿兼旅費請求書（追給）

に追給に係る関係書類を添付して、事務局及び道立学校以外の所管機関にあっては教職員事務課長、

道立学校及び県費負担教職員にあっては手当認定・旅費担当課長に提出するものとする。

(2) (1)の提出を受けた教職員事務課長等は、当該旅行命令簿兼旅費請求書（追給）及び関係書類に基

づき支出命令書を作成し、当該支出命令書に(1)の書類を添付して、会計管理者に送付するものとす

る。

(3) 支出命令の審査後、会計管理者から(1)の書類が返付されたときは、教職員事務課長等は、当該書

類を旅行命令権者に送付するものとする。

２ 県費負担教職員に係る追給



(1) 県費負担教職員に係る旅費の追給を行おうとするときは、旅費請求書に追給に係る関係書類を添付

して、手当認定・旅費担当課長に提出するものとする。

(2) (1)の提出を受けた手当認定・旅費担当課長は、当該旅費請求書及び関係書類に基づき支出命令書を

作成し、当該支出命令書に(1)の書類を添付して、会計管理者に送付するものとする。

(3) 支出命令の審査後、会計管理者から(1)の書類が返付されたときは、手当認定・旅費担当課長は、旅

費請求書の写しを旅行命令権者に送付するものとする。

第６ 旅費の戻入

１ 事務局及び道立学校以外の所管機関における戻入

(1) 事務局及び道立学校以外の所管機関における旅費の戻入を行おうとするときは、各所属において戻

入命令書及び返納通知書を作成し、当該戻入命令書に旅行命令簿兼旅費請求書（返納）及び戻入に係

る関係書類を添付して、教職員事務課長に依頼するものとする。この場合、各所属においては、当該

戻入命令書の執行機関の決裁欄（下欄）を使用して、依頼に係る決定をするものとする。

(2) (1)の依頼を受けた教職員事務課長は、送付を受けた戻入命令書、旅行命令簿兼旅費請求書（返納）

及び関係書類に基づき、当該戻入命令書の執行機関の決裁欄を使用して決裁した後、当該戻入命令書、

旅行命令簿兼旅費請求書（返納）及び関係書類を会計管理者に送付するものとする。

(3) 戻入命令の審査後、会計管理者から旅行命令簿兼旅費請求書（返納）及び戻入に係る関係書類が返

付されたときは、教職員事務課長は、当該書類を旅行命令権者に送付するものとする。

２ 道立学校における戻入

(1) 道立学校における旅費の戻入を行おうとするときは、旅行命令簿兼旅費請求書（返納）に戻入に係

る関係書類を添付して、手当認定・旅費担当課長に提出するものとする。

(2) (1)の提出を受けた手当認定・旅費担当課長は、当該旅行命令簿兼旅費請求書（返納）及び関係書類

に基づき戻入命令書及び返納通知書を作成し、当該戻入命令書に(1)の書類を添付して、会計管理者に

送付するものとする。

(3) 戻入命令の審査後、会計管理者から(1)の書類が返付されたときは、手当認定・旅費担当課長は、返

納通知書、旅行命令簿兼旅費請求書（返納）及び戻入に係る関係書類を旅行命令権者に送付するものと

する。

３ 県費負担教職員に係る戻入

(1) 県費負担教職員に係る旅費の戻入を行おうとするときは、旅費請求書に戻入に係る関係書類を添付

して、手当認定・旅費担当課長に提出するものとする。

(2) (1)の提出を受けた手当認定・旅費担当課長は、当該旅費請求書及び関係書類に基づき戻入命令書及

び返納通知書を作成し、当該戻入命令書に(1)の書類を添付して、会計管理者に送付するものとする。

(3) 戻入命令の審査後、会計管理者から(1)の書類が返付がされたときは、手当認定・旅費担当課長は、

返納通知書及び旅費請求書の写しを旅行命令権者に送付するものとする。

第７ 支出の更正

１ 事務局及び道立学校以外の所管機関における支出更正

(1) 事務局及び道立学校以外の所管機関における旅費の支出更正を行おうとするときは、各所属におい

て支出更正命令書を作成し、支出更正に係る関係書類を添付して、教職員事務課長に依頼するものと

する。この場合、各所属においては、当該支出更正命令書の執行機関の決裁欄（下欄）を使用して、

依頼に係る決定をするものとする。

(2) (1)の依頼を受けた教職員事務課長は、送付を受けた支出更正命令書及び関係書類に基づき、当該支

出更正命令書の執行機関の決裁欄により決裁した後、当該支出更正命令書及び関係書類を会計管理者

に送付するものとする。

(3) 支出更正命令の審査後、会計管理者から支出更正に係る関係書類が返付されたときは、教職員事務



課長は、当該書類を旅行命令権者に送付するものとする。

２ 道立学校における支出更正

(1) 道立学校において旅費の支出更正を行おうとするときは、道立学校長は支出更正に係る依頼の通知

に支出更正に係る関係書類を添付して、手当認定・旅費担当課長に送付するものとする。

(2) (1)の送付を受けた手当認定・旅費担当課長は、当該支出更正に係る依頼の通知及び関係書類に基づ

き支出更正命令書を作成し、当該支出更正命令書に(1)の書類を添付して、会計管理者に送付するもの

とする。

(3) 支出更正命令の審査後、会計管理者から(1)の書類が返付されたときは、手当認定・旅費担当課長は、

支出更正に係る関係書類を旅行命令権者に送付するものとする。

３ 県費負担教職員に係る支出更正

(1) 県費負担教職員に係る旅費の支出更正を行おうとするときは、手当認定・旅費担当課長は各所属に

当該支出更正の内容を確認後、支出更正命令書を作成し、当該支出更正命令書に関係書類を添付して、

会計管理者に送付するものとする。

(2) 支出更正命令の審査後、会計管理者から関係書類の返付があったときは、手当認定・旅費担当課長

は、旅行命令権者に支出更正完了の通知をするものとする。

附 則

この要領は、令和元年６月１日から施行する。

附 則

この要領は、令和３年４月１日から施行する。


